
（証券コード4283）
平成26年6月2日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 茶 屋 町 1 9 番 1 9 号

パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社

取締役社長 前 川 一 博

第16回定時株主総会招集ご通知

拝啓 株主のみなさまには格別のご高配を賜り、ありがたく厚くお礼申し上げ

ます。

　さて、当社第16回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、同封の議決権行使書用紙の郵送またはインタ

ーネットによって議決権を行使することができますので、後記の株主総会参考書類

をご検討いただき、次頁の方法により、平成26年6月17日（火曜日）午後5時までに

議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成26年6月18日（水曜日）午前10時

2. 場 所 大阪市北区茶屋町19番19号

ホテル阪急インターナショナル 6Ｆ瑞鳥

(末尾記載の株主総会会場ご案内略図をご参照ください。）

3. 目的事項

報 告 事 項 1. 第16期〔平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで〕事業報告、連結計算書類

ならびに計算書類の内容報告の件

2. 会計監査人および監査役会の第16期連結計算書類監査結

果報告の件

決 議 事 項

第1号議案 取締役9名選任の件

第2号議案 監査役1名選任の件
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4. インターネットによる開示のご案内

　以下の事項については、法令および当社定款第15条の規定に基づき、当社ホ

ームページ(http://is-c.panasonic.co.jp/)において掲載しておりますので、

本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

・事業報告の「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制その他業務の適正を確保するための体制」

・連結計算書類の連結注記表

・計算書類の個別注記表

5. 議決権行使についてのご案内

(1) 郵送による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成26年6月17日（火

曜日）午後5時までに到着するようご返送ください。

(2) インターネットによる議決権行使の場合

インターネットにより議決権を行使される場合は、別添（31頁）の【インタ

ーネットによる議決権行使のご案内】をご高覧の上、平成26年6月17日（火曜

日）午後5時までにご行使ください。

以 上

…………………………………………………………………………………………………………………………………………
(注) １. 本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご

提出くださいますようお願い申し上げます。

２. 株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類の内容について、株主総

会 の 前 日 ま で に 修 正 す べ き 事 情 が 生 じ た 場 合 に は、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://is-c.panasonic.co.jp/) において、掲載することによりお知らせいたしま

す。
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（添付書類）

事 業 報 告

[ 平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで ]

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過および成果

当連結会計年度（平成25年4月1日～平成26年3月31日）におけるわが国経済は、日銀によ
る大規模な金融緩和など新政権下における経済対策への期待感から円安・株高が進行、景況
感の改善が続きました。一方、根強く残る先行きの不透明感などから企業のIT投資への抑制
は続き、情報サービス産業の成長は横ばいで推移いたしました。
　このような事業環境のなかで当社グループは、当連結会計年度を初年度とする中期経営計
画を策定、「一般市場でのビジネス強化」「パナソニックグループとのパートナーシップ強
化」「新市場拡大と高収益体質の両立」の3テーマに取り組んでまいりました。

①当社グループの経営成績

区 分 当連結会計年度 前連結会計年度 比較増減

売 上 高(百万円) 36,333 35,178 3.3％

営 業 利 益(百万円) 4,464 4,424 0.9％

経 常 利 益(百万円) 4,498 4,411 2.0％

当 期 純 利 益(百万円) 2,685 2,701 △0.6％

１株当たり当期純利益(円) 252.01 253.56 △1.55円

　(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。

当連結会計年度におきましては、中期経営計画達成に向け、一般市場のお客さまへの拡販
と、パナソニックグループにおけるパートナーシップ構築・強化に取り組みました。また、
経営体質の改善についても継続的に推進いたしました。
　その結果、売上高は、一般市場のお客さまからのクラウドサービス受注拡大やパナソニッ
クグループの成長戦略に基づくITシステム強化・構築案件の増加などにより増収となりまし
た。利益につきましても、クラウドサービスの推進をはじめとする将来の事業拡大に向けた
設備やプリセールスの増強、既存システムの品質強化などへの投資を行いつつも、合理化・
効率化を推進したことなどにより営業利益・経常利益は増益となりました。当期純利益につ
きましては、税金費用の増加から減益となりました。
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（取り扱い品目別の状況）

当連結会計年度 前連結会計年度
売上高
比較増減
(％)

売上高
総利益率
ポイント
差異

売上高
(百万円)

売上高
総利益率
(％)

売上高
(百万円)

売上高
総利益率
(％)

a.システムサービス 22,250 22.1 22,008 23.2 1.1 △1.1

b.システムソリューション 14,082 17.7 13,169 17.2 6.9 0.5

合 計 36,333 20.4 35,178 21.0 3.3 △0.6

　（注）当連結会計年度より、取り扱い品目の表示を変更いたしました。詳細は連結注記表
　 「表示方法の変更」をご参照ください。

a． システムサービス
売上高は222億5千万円（前期比1.1%増）、売上高総利益率は22.1%（前期は23.2%）と

なりました。
　既存顧客に対するサービス提供価格の下落はあったものの、一般市場向けのクラウド
サービス、パナソニックグループ向けの新規システム運用・保守案件が増加したことに
より、全体の売上高は前期を上回りました。
　売上高総利益率につきましては、システム運用管理の徹底した効率化による原価改善
に継続して取り組んだものの、価格下落に伴う減販損や新規案件増加に伴う運用要員増
などにより前期を下回りました。

b． システムソリューション
売上高は140億8千2百万円（前期比6.9%増）、売上高総利益率は17.7%（前期は17.2%）

となりました。
　当連結会計年度は、一般市場における主なシステム構築案件として製造業向けERPシ
ステム、文教向けシンクライアントシステムなどに取り組みました。また、パナソニッ
クグループにおいては、前期より構築に取り組んできたシステムがサービスインしたほ
か、パナソニック株式会社 エコソリューションズ社の成長戦略に基づくITシステム強
化・構築案件が増加しました。以上の結果から、売上高は前期を上回りました。
　売上高総利益率につきましては、将来の案件開拓に向けてプリセールスを増強した一
方で、この効果による増販益などから前期を上回りました。
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② 受注残高

当連結会計年度における受注残高の状況は、次のとおりであります。

当連結会計年度末
（百万円）

前連結会計年度末
（百万円）

比較増減
(％)

シ ス テ ム サ ー ビ ス 708 629 12.5

システムソリューション 2,413 1,967 22.7

合 計 3,122 2,597 20.2

(注) 1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
2. 当連結会計年度より、取り扱い品目の表示を変更いたしました。詳細は連結注記表

「表示方法の変更」をご参照ください。

　

③ 販売実績

当連結会計年度における販売実績を相手先別に示すと、次のとおりであります。

当連結会計年度 前連結会計年度 売上高
比較増減
（％）

売上高
（百万円）

構成比
(％)

売上高
（百万円）

構成比
(％)

パ ナ ソ ニ ッ ク グ ル ー プ 28,518 78.5 28,338 80.6 0.6

一 般 市 場 7,815 21.5 6,839 19.4 14.3

合 計 36,333 100.0 35,178 100.0 3.3

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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④ 研究開発の状況

当社グループの研究開発活動は、当社R＆Dセンターを中心に行っております。

　当連結会計年度における研究開発費は1億2千1百万円であり、新技術や市販ライセンス

の機能検証などを行っております。

⑤ 設備投資等の状況

当連結会計年度における設備投資金額は、16億2千2百万円となりました。

主な投資としては、大容量サーバなど各種ハードウェア取得や一般市場向けクラウドシ

ステムの開発などがあります。

⑥ 資金調達の状況

当連結会計年度の設備投資に必要な資金、その他所要資金は手元資金によって充当いた

しました。

(2) 今後の見通しと対処すべき課題

当社グループは、お客さまに価値をお届けし続ける「IT“サービス”企業」をめざし、IT

ソリューションを提供しております。

　2013年度に策定した3ヵ年の中期経営計画では、「ITの“サービス”化（as a Service）に

よるお客さま満足」と「“真のビジネスパートナー”への進化」を目標に掲げました。また、

その実現に向けては“深く拡げる”をキーワードとし、重点顧客の深耕、ソリューションの

水平展開などを図ってまいりました。

　2014年度は、これらの取り組みを加速することにより、売上高370億円、営業利益45億円

（売上高営業利益率12.2%）の達成をめざしてまいります。
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①一般市場でのビジネス強化

　企業におけるITは「所有」から「利用」へのシフトが進み、求められる役割も「業務の

効率化」から「経営・事業への貢献」へとより高度化しております。このようなニーズの

変化を捉え、当社グループは現在、クラウドサービスの展開を進めております。

　2013年度はこれまでの取り組みを発展させた高品質かつリーズナブルなクラウド基盤の

提供を開始、さらにはこの基盤を活用した販売管理システムやチケッティングシステムの

クラウドサービスも実現いたしました。さらにこれらの事例からは、システムのみならず

現場の機器類もすべてクラウドサービスとして提供する新たなサービスモデルも立ち上げ

ることができました。こうした取り組みの進捗もあり、当社グループが中期経営計画にお

いて重点事業と位置づける4つの事業（ICT基盤サービス、統合基幹業務SI、パナソニック

グループとの連携、新の創出）の売上高は47.6億円となりました。

　2014年度においては、前期に立ち上げたサービスモデルを確立し、将来の当社グループ

の安定的な収益につながるよう加速していくことが重要であると認識しております。これ

により、重点事業売上高60億円の達成をめざしてまいります。

②パナソニックグループとのパートナーシップ強化

2013年度は、パナソニック株式会社 エコソリューションズ社の業務システム構築や、

これらシステムのスマートデバイス対応などの分野を中心に業務の効率化に貢献しまし

た。また、代理店・工務店・工事店など販売パートナー向けITツールの立ち上げ支援、パ

ナソニック製品とITを融合させた新ソリューションにも取り組みました。

　2014年度、反転攻勢をかけるパナソニックグループにおいて、ITを活用した取り組みは

さらに重要になってくると見込まれます。「業務」「事業」の両面への参画がさらに深まる

よう、展開強化に取り組んでまいります。

③経営体質のさらなる強化

2013年度は、品質向上、合理化・効率化、人「財」育成という3つの側面から経営体質

強化を推進してまいりました。

　2014年度においては、こうした取り組みの一環としてソフトウエア開発のプロセスの国

際標準的指標である「CMMI®（*）」においてレベル4の達成をめざします。その他、開発・

運用・ヒューマンスキルそれぞれの品質を高めることで、お客さま満足度のさらなる向上

を図ります。

（*）CMMI® （Capability Maturity Model Integration＝能力成熟度モデル統合）

米国カーネギーメロン大学のソフトウェアエンジニアリング研究所（SEI）で 開発され

たソフトウェア開発およびシステム開発のプロセス改善モデル

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月19日 20時14分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.40 20131220_01）



(3) 財産および損益の状況の推移

区 分
平成23年3月期

平成22年4月1日から
平成23年3月31日まで

平成24年3月期
平成23年4月1日から
平成24年3月31日まで

平成25年3月期
平成24年4月1日から
平成25年3月31日まで

平成26年3月期
(当連結会計年度)

平成25年4月1日から
平成26年3月31日まで

売 上 高(百万円) 34,221 36,373 35,178 36,333

営 業 利 益(百万円) 4,205 4,254 4,424 4,464

経 常 利 益(百万円) 4,269 4,293 4,411 4,498

当 期 純 利 益(百万円) 2,581 2,227 2,701 2,685

１株当たり当期純利益(円) 242.25 209.02 253.56 252.01

総 資 産(百万円) 27,316 29,011 31,355 33,282

純 資 産(百万円) 21,358 22,858 24,838 25,884

１株当たり純資産(円) 2,004.43 2,145.22 2,330.98 2,429.21

株主資本当期純利益率(ROE)(％) 12.6 10.1 11.3 10.6

フリーキャッシュ・フロー(百万円) 292 10,742 △7,628 △346

(注) 1. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数、１株当たり純資産は期末発行済株式
数に基づき算出しております。

2. 株主資本当期純利益率（ROE）は、期首期末平均純資産に基づき算出しております。
3. フリーキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によ

るキャッシュ・フローを合計して算出しております。
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(4) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社の状況

(平成26年3月31日現在)

会 社 名
資本金

（百万円）

当社に対する
議決権比率

〔内、間接所有〕
（％）

関 係 内 容

パナソニック株式会社 258,740
64.04
〔0.33〕

当社は同社へ、情報システムサービス
等を提供しております。

② 子会社の状況

(平成26年3月31日現在)

会 社 名
資本金

（百万円）

当 社 の
議決権比率

（％）
主要な事業内容

パ ナ ソ ニ ッ ク
ネットソリューションズ株式会社

70 100.00 グループウエアの開発等

ヴイ・インターネットオ
ペレーションズ株式会社

60 100.00 セキュリティシステムの開発等

(5) 主要な事業内容（平成26年3月31日現在）

当社グループは、当社および連結子会社2社で構成され、情報サービス事業を行っており

ます。

その内容は、システム運用サービス・システム保守サービスなどのシステムサービス、シ

ステム開発・システムソリューションの提供・自社ソフトウエアの販売、システム機器販

売・通信機器販売・他社ソフトウエア販売などのシステムソリューションからなります。事

業活動に係る連結子会社の位置づけは以下のとおりであります。

パナソニック ネットソリューションズ株式会社はグループウエアの開発など、ヴイ・イ

ンターネットオペレーションズ株式会社はセキュリティシステムの開発などの事業を行って

おります。
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(6) 主要な拠点等

(平成26年3月31日現在)

名 称 所 在 地

本 社 大 阪 市 北 区

東 京 支 社 東 京 都 港 区

大 阪 I D C 大阪府門真市

東日本営業所（東京オフィス） 東 京 都 港 区

中 部 営 業 所 名古屋市中村区

西日本営業所（梅田オフィス） 大 阪 市 北 区

九 州 営 業 所 福岡市中央区

郡 山 事 業 所 福島県郡山市

新 潟 事 業 所 新 潟 県 燕 市

瀬 戸 事 業 所 愛知県尾張旭市

津 事 業 所 三 重 県 津 市

四 日 市 事 業 所 三重県四日市市

湖 東 事 業 所 滋賀県東近江市

千 里 事 業 所 大阪府豊中市

(7) 従業員の状況

(平成26年3月31日現在)

従 業 員 数 (前期末比増減)

687名 ( 1名増 )
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2. 会社の状況に関する事項
(1) 株式に関する事項（平成26年3月31日現在）

① 発 行 可 能 株 式 総 数 40,000,000株

② 発 行 済 株 式 の 総 数 10,656,000株（自己株式372株を含む。）

③ 株 主 数 3,908名

④ 大 株 主

株 主 名
持株数
（千株）

持株比率
（％）

パ ナ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 6,787 63.69

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND
(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO)

609 5.71

パ ナ ソ ニ ッ ク IS 自 社 株 投 資 会 257 2.41

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 85 0.79

CREDIT SUISSE SECURITIES (EUROPE) LIMITED PB OMNIBUS CLIENT ACCOUNT 62 0.58

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 61 0.57

JP MORGAN CHASE BANK 385093 58 0.54

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口5) 41 0.38

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口1) 41 0.38

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口3) 40 0.38

(注) 持株比率は自己株式 (372株）を控除して計算しております。

⑤ 株 式 分 布 状 況

区 分 株主数(名) 所有株式数(株) 比 率(％) 前期末比率(％)

金 融 機 関 21 419,700 3.94 4.39

証 券 会 社 24 59,033 0.56 0.80

その他の法人 51 7,099,200 66.62 66.65

外 国 法 人 等 93 1,136,247 10.66 7.14

個人・その他 3,719 1,941,820 18.22 21.02

合 計 3,908 10,656,000 100.00 100.00
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(2) 新株予約権等に関する事項(平成26年3月31日現在)

該当事項はありません。

(3) 会社役員に関する事項

① 取締役および監査役の状況

(地位、担当等は平成26年3月31日現在)

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

前 川 一 博

代 表 取 締 役
取締役副社長

岡 島 万 樹 経営企画担当

常 務 取 締 役 久 野 晃
開発・海外事業推進担当、ESサポート本部長
（兼）ソリューションビジネス本部長

常 務 取 締 役 黒 野 尚
運用・CIO・人事担当、サービスビジネス本部
長

取 締 役 髙 崎 修 一 東京支社・品質・エンジニアリング担当

取 締 役 吉 川 達 夫
経理・法務・総務・CSRM・内部統制・倫理担
当、経理部長

取 締 役 中 川 隆 広
パナソニック株式会社エコソリューションズ社
SCMセンターIS企画グループ グループマネージ
ャー

取 締 役 古 田 英 範 富士通株式会社 執行役員

常 勤 監 査 役 中 林 裕 二

監 査 役 岩 橋 誠 JFEシステムズ株式会社 顧問

監 査 役 古 澤 英 治
パナソニック株式会社エコソリューションズ社
経理センター会計グループ グループマネージ
ャー

(注) 1. 取締役 中川隆広および取締役 古田英範は、会社法第2条第15号に定める社外取締役
であります。

2. 監査役 岩橋誠および監査役 古澤英治は、会社法第2条第16号に定める社外監査役で
あります。

3. 監査役 岩橋誠は、株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反
が生じるおそれのない独立役員として指定しております。

4． 監査役 古澤英治は、パナソニック株式会社における経理部門の業務経験を有してお
り、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

5. 平成25年6月21日開催の第15回定時株主総会において、古田英範は取締役に、中林裕
二および古澤英治は監査役に新たに選任され、就任いたしました。

6. 平成25年6月21日開催の第15回定時株主総会終結の時をもって、廣野俊弥は任期満了
により取締役を、武田隆行は任期満了により監査役を退任し、青山光洋は監査役を
辞任いたしました。
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② 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで)

区 分

役員報酬 役員賞与 計

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

取締役
(うち社外)

9
(3)

75
(10)

6
(-)

16
(-)

9
(3)

91
(10)

監査役
(うち社外)

5
(3)

23
(10)

-
(-)

-
(-)

5
(3)

23
(10)

計
14
(6)

98
( 20)

6
(-)

16
(-)

14
(6)

114
(20)

(注) 1. 平成19年6月14日開催の第9回定時株主総会において、取締役報酬は年額150百万円以

内、監査役報酬は年額50百万円以内と決議されております。

2． 取締役および監査役の役員報酬の支給人員および支給額は、平成25年6月21日開催の

第15回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名および監査役2名とその退

任時までの報酬を含めて記載しております。

　 3． 役員賞与は第16回定時株主総会終結後の支給予定の見込み額であります。

4． 使用人兼務取締役の使用人給与額等（賞与を含む）は27百万円であり、上記の金額

には含まれておりません。

③ 当事業年度に係る各役員の報酬等の額の決定に関する方針について

a.取締役の報酬等について

取締役の報酬等の構成は、基本報酬および賞与の2種類としております。

基本報酬については、各取締役が担当する役割の大きさに基づき、その基本となる

額を設定していますが、貢献度や戦略企画推進力、コンプライアンス遵守状況などに

より一定の範囲内で変動するものとしております。

賞与については、各取締役の目標達成度や戦略企画推進力などに応じて個別の配分

額を決定しております。

b.監査役の報酬等について

監査役の報酬等の構成は、基本報酬のみとしております。

基本報酬については、各監査役の報酬等の額の公正を図り、もってその監査機能を

有効に機能させるため、監査役の協議により決定しております。
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④ 社外役員に関する事項

a.重要な兼職先である法人等と当社との関係

・社外取締役 中川隆広および社外監査役 古澤英治の兼職先であるパナソニック株式

会社は、当社の親会社であり、当社は、同社から情報システムサービス業務を受託

しております。

・当社は、社外取締役 古田英範の兼職先である富士通株式会社に対し、情報システム

の開発・保守・運用業務を委託しております。

b.当事業年度における主な活動状況

氏 名 地 位 主な活動状況

中 川 隆 広 社 外 取 締 役

当事業年度開催の取締役会15回すべてに出席し、
パナソニック株式会社の情報システム部門にお
ける長年の経験に基づき、審議に必要な発言を
行っております。

古 田 英 範 社 外 取 締 役

就任後に開催された当事業年度の取締役会12回す
べてに出席し、情報サービス業界における長年の
経験および役員としての経験に基づき、審議に必
要な発言を行っております。

岩 橋 誠 社 外 監 査 役

当事業年度開催の取締役会15回すべてに、また、
監査役会15回すべてに出席し、JFEシステムズ株
式会社における長年の代表者としての豊富なキャ
リアと高い見識に基づき、審議に関して必要な発
言を適宜行っております。

古 澤 英 治 社 外 監 査 役

就任後に開催された当事業年度の取締役会12回す
べてに、また、監査役会11回すべてに出席し、パ
ナソニック株式会社の経理部門における豊富なキ
ャリアと高い見識に基づき、審議に関して必要な
発言を適宜行っております。

c.責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役である中川隆広および古田英範ならびに社外監査役である岩橋誠お

よび古澤英治との間では、会社法第423条第1項の責任について、同法第425条第1項各号

に定める額の合計額を限度とする契約を締結しております。
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(4) 会計監査人の状況

① 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

報酬等の額 35百万円

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当し、解任が相当と認められる場

合には、監査役会は、監査役全員の同意により解任いたします。

上記の場合のほか、会計監査人に監査の遂行に支障を来たす事由が生じたと認められる

場合または当社に監査契約を継続しがたい合理的な事由が生じた場合には、取締役は監査

役会の同意を得て、または監査役会の請求により、会計監査人の解任または不再任の議案

を株主総会に提出いたします。

(5) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主のみなさまへの利益還元を最も重要な課題のひとつと考えて経営にあたっ

ております。また、経営基盤の強化と長期的な事業発展のための内部留保の充実に留意し

ながらも、安定的かつ業績に応じて、積極的に剰余金の配当を実施する方針としておりま

す。

　剰余金の配当につきましては、3月31日、9月30日、その他取締役会が定める日を基準日

として実施する旨、剰余金の配当の決定機関については取締役会とする旨を定款で定めて

おります。利益配分につきましては、当面年間１株当たり55円配当を安定的に実施すると

ともに、資金状況、財政状況および配当性向等を総合的に勘案し、可能な限り連結業績に

応じて実施することを基本としております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(単位：百万円）

科目 当連結会計年度
（平成26年3月31日）

（ご参考）
前連結会計年度
（平成25年3月31日）

科目 当連結会計年度
（平成26年3月31日）

（ご参考）
前連結会計年度
（平成25年3月31日）

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債

現金及び預金 86 268 支払手形及び買掛金 2,167 2,253

受取手形及び売掛金 6,648 6,750 未払法人税等 1,022 947

工事未収入金 1,150 831 未払金 1,764 1,658

棚卸資産 259 382 未払費用 334 163

繰延税金資産 508 498 未払消費税等 12 258

預け金 18,179 16,236 預り金 15 17

その他 980 761 賞与引当金 763 670

役員賞与引当金 18 24

流動資産合計 27,812 25,730 その他 307 301

固定資産 流動負債合計 6,406 6,295

有形固定資産 固定負債

建物 611 651 退職給付引当金 - 10

工具、器具及び備品 1,997 2,194 退職給付に係る負債 923 -

リース資産 179 317 長期預り金 33 35

建設仮勘定 199 142 リース債務 34 175

有形固定資産合計 2,987 3,305 固定負債合計 991 221

無形固定資産 負債合計 7,398 6,517

ソフトウエア 328 435 純資産の部

その他 290 78 株主資本

資本金 1,040 1,040

無形固定資産合計 618 514 資本剰余金 870 870

投資その他の資産 利益剰余金 24,893 22,900

投資有価証券 271 231 自己株式 △0 △0

繰延税金資産 595 42 株主資本合計 26,803 24,810

前払年金費用 - 679 その他の包括利益累計額

その他 997 852 その他有価証券評価差額金 54 27

貸倒引当金 △0 △0 退職給付に係る調整累計額 △973 -

投資その他の資産合計 1,864 1,805 その他の包括利益累計額合計 △918 27

固定資産合計 5,469 5,624 純資産合計 25,884 24,838

資産合計 33,282 31,355 負債純資産合計 33,282 31,355
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連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

科目 当連結会計年度
（ご参考）

前連結会計年度
（自 平成25年4月1日

至 平成26年3月31日）
（自 平成24年4月1日

至 平成25年3月31日）

売上高 36,333 35,178

システムサービス売上高 22,250 22,008

システムソリューション売上高 14,082 13,169

売上原価 28,939 27,804

システムサービス売上原価 17,344 16,895

システムソリューション売上原価 11,595 10,908

売上総利益 7,393 7,374

販売費及び一般管理費 2,929 2,949

営業利益 4,464 4,424

営業外収益

受取利息 36 29

受取配当金 5 5

投資有価証券売却益 15 -

その他 1 2

営業外収益合計 58 36

営業外費用

支払利息 8 13

固定資産廃却損 3 1

為替差損 9 8

租税公課 - 22

その他 3 4

営業外費用合計 25 50

経常利益 4,498 4,411

税金等調整前当期純利益 4,498 4,411

法人税、住民税及び事業税 1,856 1,822

法人税等調整額 △43 △113

法人税等合計 1,813 1,709

少数株主損益調整前当期純利益 2,685 2,701

当期純利益 2,685 2,701
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連結株主資本等変動計算書

[ 平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで ]

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成25年4月1日残高 1,040 870 22,900 △0 24,810

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △692 △692

当 期 純 利 益 2,685 2,685

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,992 － 1,992

平成26年3月31日残高 1,040 870 24,893 △0 26,803

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

平成25年4月1日残高 27 － 27 24,838

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △692

当 期 純 利 益 2,685

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

27 △973 △946 △946

連結会計年度中の変動額合計 27 △973 △946 1,046

平成26年3月31日残高 54 △973 △918 25,884
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貸 借 対 照 表

(単位：百万円）

科目 当事業年度
（平成26年3月31日）

（ご 参 考）
前事業年度
（平成25年3月31日）

科目 当事業年度
（平成26年3月31日）

（ご 参 考）
前事業年度
（平成25年3月31日）

資産の部 負債の部
流動資産 流動負債

現金及び預金 57 229 買掛金 2,046 2,119
売掛金 6,338 6,485 未払金 1,743 1,662
工事未収入金 1,106 806 未払消費税等 - 256
商品及び製品 167 289 未払費用 323 151
仕掛品 87 70 未払法人税等 996 947
貯蔵品 0 1 前受金 87 53
前渡金 36 92 預り金 13 12
前払費用 819 587 賞与引当金 710 642
繰延税金資産 483 468 役員賞与引当金 10 17
未収入金 94 65 その他 171 195
預け金 17,949 15,993 流動負債合計 6,103 6,058
関係会社短期貸付金 110 200 固定負債
１年内回収予定の

- 42
長期預り金 33 35

関係会社長期貸付金 リース債務 34 175
その他 29 13 固定負債合計 68 211
流動資産合計 27,281 25,346 負債合計 6,171 6,269

固定資産 純資産の部
有形固定資産 株主資本

建物 611 651 資本金 1,040 1,040
工具、器具及び備品 1,944 2,144 資本剰余金
リース資産 179 317 　資本準備金 870 870
建設仮勘定 199 139 　資本剰余金合計 870 870
有形固定資産合計 2,934 3,252 利益剰余金

無形固定資産 　利益準備金 10 10
ソフトウエア 241 307 その他利益剰余金 24,653 22,712
ソフトウエア仮勘定 261 42 繰越利益剰余金 24,653 22,712
その他 - 13 利益剰余金合計 24,663 22,723
無形固定資産合計 503 364 自己株式 △0 △0

投資その他の資産 株主資本合計 26,573 24,633
投資有価証券 271 231 評価・換算差額等
関係会社株式 203 203 その他有価証券評価差額金 54 27
長期受取債権 0 0 評価・換算差額等合計 54 27
長期前払費用 688 579
前払年金費用 598 679 　
繰延税金資産 56 29
その他 263 243
貸倒引当金 △0 △0
投資その他の資産合計 2,081 1,966

固定資産合計 5,519 5,583 純資産合計 26,628 24,660
資産合計 32,800 30,930 負債純資産合計 32,800 30,930
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損 益 計 算 書

（単位：百万円）

科目
当事業年度

（自 平成25年4月1日
至 平成26年3月31日）

（ご参考）
前事業年度

（自 平成24年4月1日
至 平成25年3月31日）

売上高 35,041 33,972

　システムサービス売上高 21,981 21,744

　システムソリューション売上高 13,059 12,227

売上原価 28,214 27,077

　システムサービス売上原価 17,310 16,846

　システムソリューション売上原価 10,904 10,231

売上総利益 6,826 6,895

販売費及び一般管理費 2,458 2,497

営業利益 4,367 4,397

営業外収益

　受取利息 37 30

受取配当金 5 5

投資有価証券売却益 15 -

　その他 1 1

　営業外収益合計 59 36

営業外費用

　支払利息 8 13

　固定資産廃却損 3 1

為替差損 9 8

　租税公課 - 22

　その他 3 4

　営業外費用合計 25 50

経常利益 4,402 4,384

税引前当期純利益 4,402 4,384

法人税、住民税及び事業税 1,823 1,807

法人税等調整額 △54 △115

法人税等合計 1,768 1,691

当期純利益 2,633 2,692

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月19日 20時14分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株主資本等変動計算書

[ 平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで ]

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本
準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金 利益

剰余金合計繰越利益
剰余金

平成25年4月1日残高 1,040 870 870 10 22,712 22,723 △0 24,633

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △692 △692 △692

当 期 純 利 益 2,633 2,633 2,633

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 - - - - 1,940 1,940 - 1,940

平成26年3月31日残高 1,040 870 870 10 24,653 24,663 △0 26,573

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成25年4月1日残高 27 27 24,660

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △692

当 期 純 利 益 2,633

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

27 27 27

事業年度中の変動額合計 27 27 1,968

平成26年3月31日残高 54 54 26,628
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成26年5月7日

パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 山 謙 司 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佃 弘 一 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、パナソニック インフォメーションシステムズ
株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成26年5月7日

パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 山 謙 司 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佃 弘 一 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、パナソニック インフォメーションシス
テムズ株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第１６期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成25年4月1日から平成26年3月31日までの第16期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、監査役全

員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

　監査役会は、監査方針および監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況およ

び結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　また、各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準、監査の方針および監査計画

等に従い、取締役、内部監査室その他使用人および親会社の監査役その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努め、以下のとおり監査を

実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役、内部監査室その他使用人等

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、決裁書類

その他重要な書類を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状

況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと

して、会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）

について、取締役および内部監査室その他使用人等からその構築および運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換

を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け、また、その本社および事業所

を訪問し、質問等を行いました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視お

よび検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。

⑤ 会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を監査業務の品質管理に関する諸法令・基準等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその

附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重

大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類およびその附属明細書ならびに連結計算書類の監査結果

会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であ

ると認めます。

3. 後発事象

特に記載すべき重要な後発事象はございません。

平成26年5月9日

パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社 監査役会

常勤監査役 中 林 裕 二 ㊞
社外監査役 岩 橋 誠 ㊞
社外監査役 古 澤 英 治 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第1号議案　取締役9名選任の件

　取締役全員（8名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となり、髙崎修一はこれ

を機に退任いたします。

つきましては、経営体質強化のため取締役を1名増員し、取締役9名の選任をお願いいたした

く存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴・重要な兼職の状況・
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式の数

1

まえ がわ かず ひろ

前 川 一 博
(昭和30年8月23日)

昭和53年4月 松下電工株式会社（現 パナソニック株式会社）

入社

4,100株

平成17年10月 同社エイジフリー事業推進部長

　 同 松下電工エイジフリー・ケアサービス株式会社

（現 パナソニック エイジフリーサービス株式会

社）代表取締役
　 同 松下電工エイジフリー・ライフテック株式会社

（現 パナソニック エイジフリーライフテック株

式会社）代表取締役
　 同 松下電工エイジフリーショップス株式会社（現

パナソニック エイジフリーショップス株式会社）

代表取締役
　 同 松下電工エイジフリーサービス株式会社（現 パ

ナソニック エイジフリーサービス株式会社）代

表取締役
平成20年4月 当社顧問

平成20年6月 当社取締役副社長

当社全社営業担当

当社経営企画担当
平成21年4月 当社営業・人事担当

平成22年4月 当社代表取締役社長（現）

2

おか じま ま き

岡 島 万 樹
(昭和34年3月1日)

昭和57年4月

平成17年4月

平成19年10月

平成22年4月

平成24年5月

平成24年6月

松下電器産業株式会社（現 パナソニック株式会

社）入社

同社コーポレート情報システム社 IT基盤センタ

ー 所長

同社コーポレート情報システム社 マーケティン

グ・ロジスティクスソリューションビジネスユニ

ット長

同社コーポレート情報システム社 グローバル本

部長

当社顧問

当社代表取締役副社長（現）

当社経営企画担当（現）

400株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴・重要な兼職の状況・
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式の数

3

ひさ の あきら

久 野 晃
(昭和30年7月6日)

昭和49年3月 松下電工株式会社（現 パナソニック株式会社）

入社

4,800株

平成16年6月 当社eオフィス・ソリューション事業部長

平成18年6月 当社流通ソリューション事業部長

平成19年4月 当社執行役員

当社流通ビジネス本部長

平成20年6月 当社取締役

当社全社開発担当

平成21年4月 当社開発担当（現）

平成22年4月 当社常務取締役（現）

当社海外事業推進担当（現）

当社ソリューションビジネス本部長

平成24年1月 当社ESサポート本部長（現）

4

くろ の ひさし

黒 野 尚
(昭和29年8月11日)

昭和53年4月 松下電工株式会社（現 パナソニック株式会社）

入社

3,800株

平成14年6月 当社e調達ソリューション事業部長

平成15年12月 当社流通ソリューション事業部長

平成18年4月 当社住宅ソリューション事業部長

平成19年4月 当社執行役員

当社コーポレートビジネス本部長

平成20年4月 当社ソリューションビジネス本部長

平成20年6月 当社取締役

当社新事業担当

当社新商品推進担当

平成21年4月 当社技術・品質担当

当社運用・CIO担当（現）

平成22年4月 当社常務取締役（現）

当社人事担当（現）

当社サービスビジネス本部長（現）

5

よし かわ たつ お

吉 川 達 夫
(昭和29年7月28日)

昭和53年4月 松下電工株式会社（現 パナソニック株式会社）

入社

3,700株

平成13年12月 山梨松下電工株式会社（現 パナソニック デバイ

ス山梨株式会社）取締役

同社総務部長
平成15年2月 松下電工株式会社（現 パナソニック株式会社）

電子材料分社 経営管理部長
平成23年5月 当社顧問

平成23年6月 当社取締役（現）

当社経理・法務・総務・CSRM・内部統制・倫理担

当（現）

当社経理部長
平成25年4月 当社経理部長（現）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴・重要な兼職の状況・
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式の数

6

※
おお にし はじめ

大 西 元
(昭和34年4月4日)

昭和57年4月

平成15年12月

平成19年4月

平成19年12月

平成20年4月

平成21年4月

平成22年4月

平成25年4月

平成26年4月

松下電工株式会社（現 パナソニック株式会社）

入社

当社B2Bソリューション事業部長

当社EAI・CRMソリューション事業部長

当社東日本営業部長

当社執行役員（現）

当社東京支社担当

当社ソリューション営業本部長

当社営業本部長

当社エンジニアリング担当

当社開発営業部長

当社ソリューションビジネス本部 副本部長（シ

ステムソリューション担当）

当社サービスビジネス本部 副本部長（IDCソリュ

ーション担当）

当社ソリューションビジネス本部長（現）

3,300株

7

※
まえ だ たかし

前 田 孝
(昭和35年2月1日)

昭和57年4月

平成16年6月

平成19年4月

平成21年4月

平成22年4月

平成25年4月

松下電工株式会社（現 パナソニック株式会社）

入社

当社ネットワーク事業部長

当社ネットワークソリューション事業部長

当社執行役員（現）

当社IDCビジネス本部長

当社IDCソリューション事業部長

当社サービスビジネス本部 副本部長（IDC担当）

当社サービスビジネス本部 副本部長（IDCサービ

ス担当）（現）

当社IDCサービス事業部長（現）

3,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴・重要な兼職の状況・
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式の数

8

なか がわ たか ひろ

中 川 隆 広
(昭和38年5月25日)

昭和61年4月 松下電工株式会社（現 パナソニック株式会社）

入社

―株
平成22年4月 同社IS企画部長

平成22年6月 当社取締役（現）

平成24年1月 パナソニック株式会社エコソリューションズ社

SCMセンターIS企画グループ グループマネージャ

ー（現）

9

ふる た ひで のり

古 田 英 範
(昭和33年12月13日)

昭和57年4月

平成21年10月

平成24年4月

平成25年6月

平成26年4月

富士通株式会社入社

株式会社富士通システムソリューションズ（現

株式会社富士通システムズ・イースト）執行役員

富士通株式会社執行役員

当社取締役(現)

富士通株式会社執行役員常務（現）

―株

(注) 1. 候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
2． ※印は、新任候補者であります。
3. 岡島万樹、吉川達夫、中川隆広の各氏の「略歴・重要な兼職の状況・当社における

地位および担当」の欄には、当社の親会社であるパナソニック株式会社およびその
子会社における現在および過去5年間の業務執行者であるときの地位および担当を含
めて記載しております。

4. 中川隆広、古田英範の両氏は社外取締役候補者であります。
5. 中川隆広氏は、パナソニック株式会社の情報システム部門における長年の経験に基

づいた当社の経営の監督に必要なキャリア・資質と高い見識を備えているため、社
外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、社外取締役としての選任
をお願いするものであります。
なお、同氏が社外取締役に就任してからの年数は、本定時株主総会終結の時をもっ
て4年となります。

6. 古田英範氏は、情報サービス業界における長年の経験および役員としての経験に基
づいた当社の経営の監督に必要なキャリア・資質と高い見識を備えているため、社
外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、社外取締役としての選任
をお願いするものであります。
なお、同氏が社外取締役に就任してからの年数は、本定時株主総会終結の時をもっ
て1年となります。

7. 中川隆広氏は、現に当社の特定関係事業者であるパナソニック株式会社の業務執行
者であり、また、過去5年間に同社の業務執行者となったことがあります。

8. 社外取締役との責任限定契約の内容の概要について
当社と社外取締役である中川隆広氏および古田英範氏との間では、会社法第423条第
1項の責任について、同法第425条第1項各号に定める額の合計額を限度とする契約を
締結しております。
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第2号議案　監査役1名選任の件

　監査役 岩橋誠は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、監査役1名の選任をお願いいたしたく存じます。

　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴・重要な兼職の状況・
当社における地位

所 有 す る
当社株式の数

いわ はし まこと

岩 橋 誠
(昭和19年10月27日)

昭和42年4月 川崎製鉄株式会社入社

―株

平成9年6月 同社取締役

平成12年6月 同社常務取締役

平成15年6月 川鉄情報システム株式会社（現 JFEシステムズ株式会社）

代表取締役社長
平成16年6月 社団法人情報サービス産業協会理事

平成19年6月 同協会常任理事

平成22年6月 当社監査役（現）

JFEシステムズ株式会社相談役
平成24年6月 同社顧問（現）

(注) 1. 岩橋誠氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 岩橋誠氏は社外監査役候補者であり、株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける

一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員の候補者であります。
3. 岩橋誠氏は、JFEシステムズ株式会社における長年の代表者としての豊富なキャリア

と高い見識に基づき社外監査役の職務を適切に遂行できるものと判断したため、社
外監査役としての選任をお願いするものであります。

　 なお、同氏が社外監査役に就任してからの年数は、本定時株主総会終結の時をもっ
て4年となります。

4． 社外監査役との責任限定契約の内容の概要について
当社と岩橋誠氏との間では、会社法第423条第1項の責任について、同法第425条第1
項各号に定める額の合計額を限度とする契約を締結しております。

以 上
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【インターネットによる議決権行使のご案内】

インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきま

すよう、お願い申しあげます。

1. 議決権行使ウェブサイトについて

　 インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトを

ご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス http://www.web54.net

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「QRコード®」を読み取

り、議決権行使サイトに接続することも可能です。なお、操作方法の詳

細についてはお手持ちの携帯電話の取扱説明書をご確認ください。

　（QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）
　

2. 議決権行使のお取扱いについて

(1)インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に表示さ

れた「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従っ

て賛否をご入力ください。

(2)議決権の行使期限は、平成26年6月17日（火曜日）午後5時までとなっておりますの

で、お早めの行使をお願いいたします。

(3)書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットに

よるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットによ

って複数回数またはパソコンと携帯電話で重複して議決権を行使された場合は、最後

に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

(4)議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者の料金

（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

3. パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて

(1)パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情

報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

(2)パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行を

ご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

(3)議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。
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4. システムに係わる条件について

インターネットにより議決権行使される場合は、お使いのシステムについて以下の点を

ご確認ください。

(1)パソコン用サイトによる場合

①画面の解像度が 横800×縦600ドット（SVGA）以上であること。

②次のアプリケーションをインストールしていること。

a.ウェブブラウザとして Ver.5.01 SP2 以降の Microsoft® Internet Explorer

b.PDFファイルブラウザとして Ver.4.0 以降のAdobe® Acrobat® Reader®または、

Ver.6.0以降のAdobe® Reader®

※Internet Explorerは米国Microsoft Corporationの、Adobe® Acrobat® Reader®お

よびAdobe® Reader®は米国Adobe Systems Incorporatedの、米国および各国での

登録商標、商標および製品名です。

※これらのソフトウェアは、いずれも各社のホームページより無償で配布されてい

ます。

(2)携帯電話端末用サイトによる場合

128bit SSL(Secure Socket Layer)暗号化通信が可能である機種であること。

なお、スマートフォンを含む携帯電話のフルブラウザ機能を用いた議決権行使も可能

ですが、機種によってはご利用いただけない場合があります。

5. パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

(1)本サイトでの議決権行使に関するパソコン・携帯電話等の操作方法がご不明な場合

は、下記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00 ）

(2)その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

①証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてお問い合わせください。

②証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行 証券代行事務センター

［電話］ 0120（782）031 （受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）
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ＭＥＭＯ
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新阪急ホテル

新阪急ホテル
アネックス

地下鉄
中津駅

PIAS
タワー

毎日放送

LOFT

NU

梅田芸術劇場

HEPナビオ

地下鉄
御堂筋線

JR大
阪駅

阪
急
梅
田
駅

ホテル阪急
インターナショナル

阪急
百貨店

阪急電鉄

梅
田
駅

中津駅

新
御
堂
筋

ヨドバシカメラ

株主総会会場ご案内略図

会場 大阪市北区茶屋町19番19号

　 ホテル阪急インターナショナル ６Ｆ瑞鳥

　 電話番号 06-6377-2100

交通 阪急電鉄「梅田駅」（茶屋町口）から徒歩約６分

　 JR「大阪駅」(御堂筋口）から徒歩約15分

　 地下鉄御堂筋線「中津駅」（４号出口）から徒歩約４分
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